
(1)消費税の会計処理
　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法
　　定額法によっている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

101,039,000 0 0 101,039,000
400,000,000 0 0 400,000,000
501,039,000 0 0 501,039,000

581,844,504 410,405,206 453,868,204 538,381,506
20,000,000,000 0 0 20,000,000,000
12,000,000,000 18,000,000,000 12,000,000,000 18,000,000,000

11,319,646 10,418,872 11,319,646 10,418,872
247,130,177 303,817,036 247,130,177 303,817,036

0 0 0 0
3,215,301 3,482,301 3,215,301 3,482,301

32,843,509,628 18,728,123,415 12,715,533,328 38,856,099,715

6,879,064 0 1,055,383 5,823,681
73,283,491 4,963,815 24,593,942 53,653,364
5,282,884 6,262,970 1,957,230 9,588,624

30,000 0 0 30,000
50,000 0 0 50,000

92,863,381 25,600,000 70,877,561 47,585,820
178,388,820 36,826,785 98,484,116 116,731,489

33,522,937,448 18,764,950,200 12,814,017,444 39,473,870,204

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

101,039,000 (101,039,000) 0 ―
400,000,000 (400,000,000) 0 ―
501,039,000 (501,039,000) 0 ―

538,381,506 0 0 (538,381,506)

20,000,000,000 0 0 (20,000,000,000)

18,000,000,000 0 0 (18,000,000,000)

10,418,872 0 (10,418,872) 0

303,817,036 0 (303,817,036) 0

0 0 (0) 0

3,482,301 0 (3,482,301) 0

38,856,099,715 0 (317,718,209) (38,538,381,506)

39,357,138,715 (501,039,000) (317,718,209) (38,538,381,506)

　里山振興ファンド基金

　就農支援資金引当預金

小　　計

合　　計

特定資産
  収入減少対策積立預金

　いしかわ農業参入支援ファンド(県債)

　いしかわ里山振興ファンド(県債)

　基幹技術開発トライアル基金

　農業参入支援ファンド基金

（単位：円）

科　目

基本財産
  定期預金
  県債

小　　計

  出資金
  長期貸付金

小　　計
合　　計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

小　　計
その他固定資産
  構築物
  機械及び装置
  器具及び備品
  保証金

　いしかわ農業参入支援ファンド(県債)
　いしかわ里山振興ファンド(県債)
　基幹技術開発トライアル基金
　農業参入支援ファンド基金
　里山振興ファンド基金
　就農支援資金引当預金

基本財産
  定期預金
  県債

小　　計
特定資産
  収入減少対策積立預金

　　（５） 財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

２．基本財産及び特定資産、その他固定資産の増減額並びにその残高
（単位：円）

科　目



取得価格 減価償却累計額 当期末残高

11,848,326 6,024,645 5,823,681

173,676,161 120,022,797 53,653,364

19,387,918 9,799,294 9,588,624

204,912,405 135,846,736 69,065,669合　　計

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　目

　構築物

  機械及び装置

  器具及び備品

４．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳    
  該当ありません。


